








































































































































































































































































































































































































競 争　重要性なし 少数の競争者 多くの競争者が市場
（パイ）の小さな部分
を求めて競争する
?????? ??????????
全体戦略 市場確立；早期採用者にその製品を試買する
ように説得する
市場浸透；マス市場が
そのブランドを選好す
るように説得する
ブランド地位の防御；
競争の侵入をチェック
する
撤退準備；そのブラソ
ドから利益を可能なか
ぎりしぼりとる
利　　　益 高い製造およびマーケ
eィング・コストによ
閧ﾙとんどなし
高価格と市場の成長に
謔閭sークに到達する
競争が増大してマージンに食込み最終的には
???????????
売上高が衰退して利益が出ない水準にまでコ
Xトを押しあげる
小売価格 高；市場に導入するま
での超過コストを回収
するため
高；大量の消費老需要
を利用するため
商売に耐えうる価格；
価格戦争を回避する必
要があるから
低；在庫の迅速な削減
するために
選択的；流通がゆっく
りと確立されるため
開放的；販売店が在庫
したがるので若干の業
者割引を採用する
広告戦略 早期採用者のニーズを　マス市場にそのプラン
狙う　　　　　　　　　ドの便益を知ってもら
広告の重要　高；早期採用者に認知
性　　　　　され関心を持ってもら
　　　　　　い、また販売店にその
　　　　　　ブランドを在庫するこ
　　　　　　とを説得するため
中；ロコミによる推奨
という浸透力によって
売上を増加されるため
開放的；棚のスペース
を確保するため販促助
成金を大量に支出する
類似したブランドとの
差別性の伝達手段とし
ての広告を用いる
中；大部分の買手がブ
ラソドの特性を認知し
ているから
選択的；利益の上がら
ない小売店が徐々に消
えていく
在庫削減のために低価
格を強調する
その製品を段階的に廃
棄するために必要な最
低限の支出
??????? 大量；試供品、クーポ
ンおよび他の誘因によ
って標的グループがそ
のブランドを試買する
ように誘引するため
適度；ブランド選好
（この仕事をするのに
は広告がより適してい
る）を確立するため
大量；ある買手をロイ
ヤルティのあるユーザ
ーに変えるためにブラ
ンド・スイッチを促進
するため
最小限；そのブラソド
が惰力で進んでいくよ
うにするため
出典：Nariman　K．　Dhalla＆Sonia　Yuspeh，“Forget　The　Product　Life　Cycle　Concept！”，　Harward
　　Business　Review（Novembe－December　1976），　p．104．
　この規範的なPLCは、教育上は非常に有益な道具である。なぜならぽ、これによりマーヶティン
グを学ぶ学生はマーケティングを体系的に理解することができるからである。
　しかしながら、それをマーケティング戦略を策定する際のガイドラインとして用いることは実際に
は困難である。なぜならぽ、規範的PLCモデルによる々一ケティング戦略策定の問題点が、規範モ
デルが1つの製品のライフ・サイクルを扱うがゆえに1つの製品に対するマーケティング戦略を立案
しようとする点にあるからなのである。古い経済学の企業の理論が仮定した単一製品の企業は、すで
に経済の中心から退いて久しく、その理論で語られる企業はもはや現実の企業という組織体ではな
くkその中の1部門の生産単位のことになってしまっている38）。したがって、1企業が単一製品をマ
一ヶティングするという状況は借定しがたいのである。1つの企業が多数の製品を扱っているぽかり
でなく、その企業は多数の事業部を有し、それらの事業部ごとに多数の製品を扱っているのである。
これが現代企業の組織構造特性だといえよう39）。たしかに、規範的なPLCはテキスト上では示唆に
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富む記述モデルであるが、このような現代企業において、規範的PLCによるマーケティング戦略策
定は現実的な有用性に欠けると言わざるをえないのである。
N　予測モデルとしてのPLC
　予測モデルとしてPLCを利用する場合の前提として、いま当該製品がどの段階に位置するかを特
定化できなけれぽならない。R．　Polli＆V．　Cookはつぎのような操作的な指標を提案している40）。
　われわれが明確に定義されたある市場、たとえぽ合衆国で販売されているあるクラスのすぺての製
品の販売数量データを持っていると仮定しよう。そして、ある2年間、たとえぽ1967年と1968年にお
いて，これらのデータは人口増加と景気変動に対する調整がなされていると仮定しよう。これらの販
売観測からわれわれはおのおのの製品に対する実質売上における変化率を計算することができる。そ
の変化率は一負の値から正の値まで一製品之よって異なるであろう。もし、その変化率がプロットさ
れたら、その分布は平均ゼロの正規分布に近いことが期待されるであろう。われわれは、つぎのよう
に変化率のこの理論的分布に境界線を設定する。－1／2σ以下の値は調整済み実質売上において、有
意な“衰退”を表すと考えられる。＋1／2σ以上の値は調整済み実質売上において、有意な“成長”
を表すと考えられる。土1／2σの範囲の値は“成熟”に対応すると考えられる。その成熟局面は3っ
の下位段階に分割される。すなわち、正だが小さ？s変化率は持続型（sustained）成熟、負だが小さ
な変化率は衰退型（decaying）成熟、そして有意な変化のない安定型（stable）成熟である。導入段
階は、年間売上が、観察された最高水準の5％以下の期間として定義される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このようなPLCの各段階の操作的な定義は有用
　　　　　図一5　PLC段階の識別化
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　　　製品売上高当りの実質変化率
出典：Rolando　Polli＆Victor　Cook，‘‘Validity
　　of　The　Product　Life　Cycle，　The／bur．　nal
　　Of　Business，　Vol．42（October　1969）p．
　　390．
　　　　である。なぜなら、S・D・HuhtがPLCに投掛け
　　　　た問題に対する1つの解答を提示しているからであ
　　　　る。S．　D．　Huntはつぎのように述ぺている41）。
　　　　　s　　s　　へ　　｝　　へ　　’　　N　　へ　　｝　　N　　s　　へ　　N　　’　　N　　N　　’　　N　　N　　’　　N
　　　　　製品Xの売上高の減少はXが売上高と利益の急激
　　　　N　　N　　N　　｝　　ヘ　　へ　　s　　へ　　N　　s　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　’　　s　　｝　　’　　s　　N　　s
　　　　な減少が予測されているところのライフ・サイクル
　　　　｝　　’　　N　　N　　h　　’　　N　　｝　　N　　’　　N　　N　　N　　へ　　’　　N　　へ　　’　　b　　’　　N　　N　　b
　　　　の衰退期にあることを指摘することによって説明で
　　　　s　　N　　　　きる。上述のタイプのPLCの説明はしばしぼ無意
　　　　味であることが判明する。説明項の決定的な部分は
　　　　　『Xが衰退段階にある』という言明である。なぜな
　　　　らこの言明は減少する売上高を説明する荷を負って
十3．0σ
　　　　いるからである。けれどもどうやって『Xが衰退段
　 　　階にある』ことを知るのであろうか。…売上高の水
　　　　準がライフ・サイクルの段階を決めるとするとライ
　　　　フ・サイクルの段階を説明するのに使えないから、
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説明項は同語反復（tautology）または分析的説明になってしまう。その段階が売上高変数に依存す
ることなく識別できるところまでPLCが精緻化されないかぎり、当分の間ライフ・サイクル概念は
無能で説明力を欠いたままにとどまるであろう。
　R．Polli＆V．　CookのPLCの各段階の操作的な定義により、予測モデルとしてのPLCの必
要条件の1つは満たされるであろう。
　さて、前述のように、PLCは反復購買される製品か否かによって異なることが予想される。ここ
では普及型新製品予測モデル（Brady＆Adamsのモデル）を例にとって予測モデルとしてのPLC
について考察を加えることにする。普及型の新製品予測モデルを選んだ理由は、それが典型的なPLC
に最も近いと考えたからである。
　Brady＆Adamsモデルは、つぎのように表される。
　　　　　rt　＝S［1－（1－b）2t“1］
　ここで、re＝t期の購買率（すべての潜在購買者の購買率として決定される）
　　　　　S＝購買率の限界、すなわち買手の最大限度率つまり飽和水準（これは調査者によって決
　　　　　　　　　　　　　　定される）
　　　　　b＝当該製品を購買するSのパーセント（これも調査者によって最初に決定され、データ
　　　　　　　　　　　　　　が出るに従って調整される）
　このモデルでは、成長曲線の形状はbの値に依存する。もし、δが小さけれぽ、その曲線はほぼS
字型になる。bの値が大きくなるに従って、　S字型でなくなり、最終的には指数的成長型になる。図
一6はこれを図解している。このモデルの主要な仮定は、①使用者と非使用者の購買率における違い
がないこと、②使用者の反復購買率は1、すなわちすべての新規購買者が再購買をすること、の2点
である42）。
Y．J．　Windはこのモデルにおける4つの特徴を指摘している43）。①売上の上限が予期される飽和
水準に関する調査者の信念を反映すること、②S字型の普及曲線になること（まれに指数的成長曲線
図一6　Brady＆Adamsモデルのb値の変化に対する感度
1．00
0．80
r／sO．60
0．40
0．20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　時　間
出典：Y．J．　Wind，　op．　cit．，　p．55．
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となる）、③消費老が同質的であることを仮定していること、④当該企業のマーヶティング戦略ある
いは競争者の行動が全く含まれていないこと、である。
　これら4つの点から予測モデルとしてのPLCについて検討を加えると、まず、①の上限／飽和の
仮定は、現在までの実証的に検定された証拠によれば、それを定数ではなく企業、競争、および環境
のさまざまな諸力の関数とみなすならぽ、合理的な仮定であるといえよう44）。つぎに②普及関数の形
状については、先の図一4に示されたとおりS字型になるとは限らない。そして③消費者同質性の仮
定に対して、前述のF．M．　Bassモデルは消費老を革新者と模倣者（初期採用者・初期追随者・後期
追随者・遅滞者）の性質の異なる2つのカテゴリーに分け、モデル構築を行っている45）。④売上高は
時間の関数ではなく、当該企業のマーケティング戦略の関数と考えた方が現実的であろう。さらに、
そのマーケティング戦略の成果は競争者の行動によって影響を受けると考えられる。
　このようにBrady＆Adamsモデルはいくつかの限界点をもっていたが、その後、1970年前半か
ら米国では、新製品の予測モデルは数多く開発され、購入頻度の高い消費財に関するモデルの有効性
の検証は終り、1980年代に入って車に代表される消費者向け耐久消費財およびサービスに関する新製
品に関しても、新しいモデル開発が試みられている46）。しかしながら、成熟期における予測モデルの
開発は困難であるといわれている。おそらく、その理由の1つは先の④で述べた点に関連すると思わ
れる。すなわち、それらの段階においては、当該企業のマーケティング戦略の成果が競争者の行動に
よって影響を受ける程度が大きいことがモデル構築のネックになっているのではないだろうか。
　以上のように、導入期から衰退期までをトータルに予測するPLCモデルは、実際には定式化はむ
ずかしい。たとえ定式化できたとしても、たぶんそれは企業の特定の新製品に適用できる操作的なモ
デルではなく、抽象レベルの高い規範的モデルに近いものになる可能性が大きいと思われる。したが
って、予測モデルとしてのPLCは1つのモデルではなく、R．　Polli＆V．　Cookに定義された各段
階ごとに構築されるべきモデル群から構成されるという構造をもたせる必要があろう。つまり、PLC
予測モデルとは製品の予測モデル群のファミリー・ネイムだといえるかもしれない。
V　むすびにかえて
　本稿は、PLCの基礎的な側面に関する考察のために、まず、典型的PLCとその構成概念である
製品とライフ・サイクルについて、①製品の集計レベル、②製品の新しさの程度、③反復購買される
製品か否か、④製品と生物のライフ・サイクルの異同、の4つの観点から考察を加えた。これらの考
察により、いくつかのパターンのPLCが存在するとともに、典型的なPLCの問題点が明らかにさ
れた。つぎに、規範モデルとしてのPLCは教育上は有益な道具であるが、個別企業のマーケティン
グ戦略を策定する際のガイドラインとして用いるためにはさらなる実証研究の積重ねが必要であるこ
とが理解された。最後に、予測モデルとしてのPLCは定式化はむずかしいが、各段階ごとの予測モ
デルの開発により製品予測モデルの集合体として、より有用なものなる可能性が秘められていること
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を発見した。PLCに関する研究は、製品に関する研究の基礎であり、商品学およびマーケティング
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f論の発展のためにも重要な研究課題であることが本稿により示唆できたなら1乳本稿の意図は達成さ
れたことになる。
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